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フード連合第7回中央委員会に全国各地からご参集いただきました中央委員のみなさん、オブザーバーのみなさん、大変ご苦労さまです。みなさまには昨年9月の定期大会以来、フード連合の運動の前進のためにご尽力いただいておりますことに対しまして、心からの敬意と感謝の意を表する次第です。本日の中央委員会の議題の中心は2009春季生活闘争に関る方針を決定することにあります。みなさんの積極的な討論への参加とそれをふまえた力強い共闘体制の構築をお願い申し上げます。

さて、アメリカ発の金融危機が世界的な拡がりを見せ、わが国経済にも深刻な影響を及ぼしています。そうしたなかで闘う春季生活闘争であるからこそ、私たちはしっかりとした情勢認識のうえに立って意思統一をして交渉に臨まなければならないと考えます。世界同時不況の様相を呈しつつある今日の状況が何によってもたらされたのかを見た時、効率や競争を重視した「市場原理主義的な価値観」がグローバル・スタンダードなんだという風潮が世界を席巻するなかで引き起こされたものであることを押さえておく必要があります。
私たち労働組合は混沌とした現状に立ちすくみ、迎合するのではなく、今こそこれまでの価値観を転換すべき歴史的な場面におかれていることを自覚し、そしてそこでしっかりとした役割を果たすべきであることも自覚しなくてはなりません。公正と連帯を重んじる社会、ぬくもりのある思いやりの社会が大切だという価値観へとこの国を変えていく原動力に労働組合がなろうではありませんか。今春闘はそうした歴史的な意義を持った闘いでありますし、連合が結成されて20年の節目の闘いでもあります。産業・企業を個々に見れば厳しい状況におかれている所があることも事実でありますが、内需主導・生活主導型の経済システムへと日本経済を転換していくという、マクロ的見地からの要請に応えるべく力を合わせていきましょう。
ご案内のように、自動車・電機などの輸出型産業が大変な苦境に陥るなかで、派遣労働者などの非正規労働者の雇い止めが進み、この年末年始には「年越し派遣村」が大きな話題となり、緊急雇用対策とセーフティネットの整備が急がれることが明らかになりました。連合では昨年末から集中的な取り組みを展開し、政府への要請行動などを通じて予算措置も含め一定の前進が図れてきています。しかし、一部のマスコミでは意図的に恵まれた大企業労組イコール連合は何もせず、非正規労働者の現状に目をつぶっているといったような図式化した誤った報道をくり返しています。今日のような1700万人を超える非正規労働者を生み出した責任の一端が労働組合にもあることの重さを受け止めつつ、そうしたそしりを受けないためにも、引き続き労働者派遣法の改正や均等処遇の取り組みに力を注ぐことが大切です。

さて、フード連合の方針につきましては後程具体的に提案いたしますが、基本的には連合の方針をふまえ、産業別組織として労働運動において積極的にその役割を担い、果たしていこうという考え方に基づいたものとなっております。連合は取り巻く環境は厳しいとの認識に立ったうえで「生活主導型経済へのパラダイムシフト」をめざす闘いと今春闘を位置付け、経営側のいたずらな不況論を乗り越え「危機こそチャンス」を合言葉に闘い抜いていこうと訴えています。私たちはそれを受けて連合の各種の共闘の枠組みに参加していきます。

食品業界は、この間の原材料価格の高騰をうけて相次いで価格改定を行ってきましたが消費が低迷するなかで、業績見通しも厳しいものとなっています。しかし、円高が進むことによってメリットを受ける面もあり、他産業との相対的な比較では、ある程度は底固く推移しているといえます。好景気の局面では他産業ほどの利益がもともと望めない業界でありますから、私たちは今日の状況はこの間についてしまった賃金格差を縮めるためのチャンスの時であると考えます。これまでの賃上げの歴史的な推移をみても、そのことは如実に示されており不況の時こそ底力を発揮しようではありませんか。日本経団連の御手洗会長は先に行われた連合との首脳懇談会でも「総額人件費は自社の支払能力に即して判断すべき」と主張しておりますが、その主張に基づいて考えてみても、まだまだ十分な余力があるといえますし、今後それぞれの交渉のなかで納得のいくまで議論を尽くす必要があると考えております。また、株主や経営層へは手厚い分配を行い、物価高の影響をまともに受けている家計への分配は立ち遅れた状況のままで推移してきていることに鑑みれば、組合側に要求の正当性を質す以前に経営として矛盾を拡大させてきたことへの反省が必要といえます。いずれにしても、交渉にあたっては組合側としてしっかりとした準備をすすめ、主張のポイントを明確にして励んでいただきたいと思います。また、共闘体制を強化していくうえでは信頼に基づき、お互いが情報を開示し責任を分ちあうことが重要であることは言うまでもありません。個々の労使関係上の事情があることを承知したうえで、是非一日も早く労働組合からアプローチを図っていただくよう一部の該当する労組に対してお願い申し上げる次第です。
加えまして、この春季生活闘争を機に労働時間短縮の取組の強化をお願いいたします。昨年の定期大会以降、所定労働時間が2000時間を超える単組をなくすことを主要テーマとした時短推進のためのサポートチームを立ち上げました。ワーク・ライフ・バランスの基本理念については労使間で合意が調っているにもかかわらず、個別企業の状況をみると長時間労働の実態から抜け出ていない事例が多数存在しています。このことと真剣に向き合っていかなければ、労働組合としての存在意義さえ危ぶまれるのではないでしょうか。賃金の引き上げが困難な労使も率直に申し上げて出てくるものと思いますし、時短もコストに換算されもしますが、是非とも職場の組合員の心の琴線にふれる闘いを構築していただきたいと考えます。
ここで春季生活闘争以外の当面する課題のいくつかについて触れておきたいと考えます。その一つは政治をめぐる問題であります。国会を解散しないではなく、解散できない状況に陥っている麻生政権のもとで不況にあえぐ生活を強いられている日本の国民はなんと不幸なのでしょうか。アメリカでは先週第44代大統領にバラク・オバマ氏が就任し、祝賀ムードに包まれています。こうした報道を見るにつけ、わが国にまんえんする閉塞感を打開するには早急に国会を解散し総選挙を行い、政権交代を実現させる以外にないのではないかとの思いを強くいたします。フード連合にとっては組織内候補である城島光力顧問の当選を勝ち取ることが至上命題であると認識しておりますが、神奈川10区の選挙区事情と申しますか、情勢は決して楽観できない、むしろ厳しいなかで推移していると考えていただきたいのであります。これまでも想定した選挙日程が先送りされるなかで、多くのみなさんにご負担をおかけしてきましたが、いよいよあと一歩という所まで闘いを進めることができてきました。従いまして、大変でしょうが是非とも小選挙区での勝利に向けてなお一段のご協力をお願い申し上げる次第です。
先程、社会的にクローズアップされている非正規労働者問題について触れましたが、勤労者の3分の1を超えるまでに増え、そのうち派遣労働者は380万人、製造現場においては46万人にも達する現状を見た時に、改めて労働組合へと組織化することの重要性を感じる所であります。この間もフード連合として組織拡大の取組みを最重要点課題として位置付けてまいりましたが、まさに継続的にねばり強く進めていただくようお願いする次第です。昨年12月16日に厚生労働省から発表された労働組合の組織率は18.1％で前年と同率で推移し、組合員数は1006万5千人でありました。厚生省のデータではフード連合は10万4千人で4千人弱の増加という数字となっております。増加はしているものの私どもの拡大目標であります1万5千人に対してはまだまだ未達でありますので、秋の第8回定期大会に向けて各加盟組合におかれましては強化月間を設定するなど、工夫した取組みを図っていただくよう期待いたします。この他にも食の安全・安心の課題をはじめとして、数多くの課題の解決に向けて引き続き努力を重ねていきたいと考えておりますので、よろしくご理解、ご協力の程お願い申し上げます。

最後になりますがまさに未曾有の危機といわれる環境下の春季生活闘争であり労働運動であります。労働組合に期待される役割を自覚し、公正と連帯を重んじる社会の実現に向けた足がかりとなる闘いとなるよう共にがんばっていきましょう。本中央委員会が実りあるものとなることを期待し、執行部を代表しての挨拶とさせていただきます。ありがとうございました。
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